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「わが国製造業企業の海外事業展開に

関する調査報告」について
国際協力銀行　調査部　中島 隆志

1.はじめに
　株式会社国際協力銀行（JBIC）は、2023年12
月に「わが国製造業企業の海外事業展開に関す
る調査報告」を発表した。本調査では、例年、海
外事業に実績のある日本の製造業企業を対象に、
中期的（今後3年程度）な海外事業への取り組み
姿勢を確認している。
　2023年度の海外事業への取り組み「強化・拡大」
姿勢については上昇傾向を維持したものの、2022
年度と比べると緩やかな上昇に留まった。これは、
ロシアによるウクライナ侵攻や米中対立の長期
化、中国経済の減速傾向等を踏まえ、海外展開の
見通しに慎重になる企業の動きとみられる。
　この「強化・拡大」姿勢を、業種別にみた場合、
最も大きな特徴は、電機・電子と自動車の分野
での動きである。まず、電機・電子では2022年

度に比べ、「強化・拡大」姿勢が弱まる結果となっ
たが、これには、経済安全保障の観点から、半
導体関連企業の国内投資強化などの動きが背景
としてあるものとみられる。自動車業界について
は、そもそもコロナ前は他の業種と同等の水準
であった「強化・拡大」姿勢が、コロナ禍で急激
に弱まり、その後回復していない状況で、足元
45%程度に留まっている。また、自動車業界に
ついては、「縮小・撤退」姿勢も強まっており、7.1%
と割合こそまだ小さいが、2022年度から2倍程
度に増加している。日本の自動車業界にとって
EV化への対応がどの程度進むかの見極めの時期
であることが背景の一つであると考えられる（図
表１）。
※2023年度調査では2023年７月に調査票を発送し、

９月にかけて回収した（対象企業数987社、有効
回答数534社、有効回答率54.1％）。
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図表１　海外事業展開見通し
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2.有望国ランキング
　回答企業に中期的（今後３年程度）に有望と考
える事業展開先国・地域を最大５カ国あげても
らいランキングにしたところ、図表２のとおりと
なった。

　2023年度のランキングの最も大きなポイント
は、2022年度に中国を抜いたインドがさらに中
国を引き離し、2年連続首位を維持した点であろ
う。事業計画の有無についても、インドが有望
と回答した192社のうち45.8%が新規事業計画
または追加事業計画があると回答し、2022年度
比8.3ポイント増加した。これまでの「イメージ
先行」による高評価から脱却しつつあることが見

て取れる。平均年齢28歳という若さと賃金水準、
豊富なIT人材、生産連動補助金による製造業支
援、増加する中間所得層の消費拡大の観点から、
インドは魅力的な投資先といえる。中国は、米
中対立の長期化・中国経済の減速など、さまざ
まな懸念の高まりを背景に2年連続で得票率を落
とし3位に後退した。米国は、マーケットとして
の評価は高いものの、足元の労働コストの上昇
などが響き、得票率の減少に繋がった。米中の
得票率の減少分がASEAN上位国やメキシコ等
に分散し、特にメキシコは日本企業にとって米
国のニアショアリング先として期待されている。
　2023年度調査で、初の2位となったベトナム
については、米中の得票率の大幅な減少で順位
を上げた。実際、得票率でみれば2022年度比ほ
ぼ横ばいである。ただし、ベトナムは、2022年
度も4位と日本企業のアジアでの海外生産拠点
として安定した支持を集めていることは確かで、
今回も生産拠点多元化の受け皿としての期待に
もつながったとみられる。人口も1億人を突破し、
安定して成長をしている点、治安の良さや特定
の勢力に偏らない全方位外交など、企業にとっ
ての好条件がそろっている。

3.分断が進む世界経済下での
サプライチェーンの姿

　米中対立、ウクライナ侵攻等の地政学リスク
の高まりを受け、原材料調達先を見直す動きが
みられるものの、代替困難な原材料・部品等の
調達先として中国の存在は引き続き大きい。中
国を代替困難な原材料・部品・製造装置の調達
先としてあげた企業は日本に次いで多く、回答
割合は35％を超えた（図表３）。回答企業からは

図表２　中期的な有望事業展開先国・地域（今後３年程度）

順位
国・地域名

回答社数（社） 得票率（％）

2023 ← 2022
2023 2022

2023 2022
395社 367社

1 － 1 インド 192 148 48.6 40.3 
2 扌 4 ベトナム 119 106 30.1 28.9 
3 ➡ 2 中国 112 136 28.4 37.1 
4 ➡ 3 米国 107 118 27.1 32.2 
5 扌 6 インドネシア 97 77 24.6 21.0 
6 ➡ 5 タイ 85 85 21.5 23.2 
7 扌 9 メキシコ 42 27 10.6 7.4 
8 － 8 フィリピン 35 28 8.9 7.6 
9 ➡ 7 マレーシア 26 31 6.6 8.4 
10 扌 11 ドイツ 21 21 5.3 5.7 
11 ➡ 10 台湾 17 23 4.3 6.3 
11 扌 12 韓国 17 17 4.3 4.6 
11 扌 13 ブラジル 17 15 4.3 4.1 
14 － 14 オーストラリア 13 13 3.3 3.5 
15 扌 16 バングラデシュ 11 10 2.8 2.7 
16 － 16 英国 7 10 1.8 2.7 
16 扌 19 フランス 7 8 1.8 2.2 
16 扌 27 スペイン 7 3 1.8 0.8 
19 ➡ 18 トルコ 6 9 1.5 2.5 
19 扌 20 カンボジア 6 7 1.5 1.9 
19 扌 21 カナダ 6 5 1.5 1.4 
19 扌 21 アラブ首長国連邦 6 5 1.5 1.4 
19 扌 25 ミャンマー 6 4 1.5 1.1 
19 扌 25 オランダ 6 4 1.5 1.1 
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図表3　代替困難な原材料・部品・製造装置の調達先
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「中国以外からの調達を検討しているが、日本国
内への変更を含めてコスト面から難しく、代替
不可能である」（自動車部品）といった声もあり、
中国リスクが懸念されるなかでも、中国をサプ
ライチェーンから切り離すのが難しい日本企業
のジレンマが垣間見えた。
　一方、中国政府によるさまざまな規制や米国、
EUによる対中法的措置・規制がどの程度影響を
もたらすか質問したところ、中国に関する各法
的措置・規制の事業運営に与える影響について、
中国に拠点を置く企業の回答としては、ほぼす
べての法的措置・規制において「事業運営には影
響が出ていないが、懸念している」の割合が最も
大きいという結果が得られた。現時点では事業
運営に影響が生じている企業の数は全体として
多くはないものの、中国に拠点を有する企業を
中心に不安感が広がっている。今回取り上げた
法的措置・規制の中では、「産業技術の強制移転」、

「反スパイ法の強化」について最も影響・懸念が
示される結果となり、回答企業からは「中国国内
で取り扱う先端技術の営業活動で、現地企業か
ら技術面での協力を受けていたが、反スパイ法

に抵触してしまう可能性を懸念している」（窯業・
土石）といった声があった。米国等による対中規
制については、中国に拠点を有する企業の半数
以上が懸念を示しているほか、「事業運営に影響
が出ている」と回答した企業の割合は10%程度
となった（図表４）。
　次に国内での新規投資や追加投資についてど
の程度、どのような目的で対応を実施・検討し
ているか質問したところ、回答企業の約50%が
国内投資強化を「実施済み」または「検討中」と回
答した（図表５）。こうした国内投資強化に意欲
をもつ企業のうち、約50%の企業は国内投資強

図表4　各国の法的措置・規制等がもたらす影響（中国拠点を有する企業のみ）
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図表5　国内投資強化の状況
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図表6　国内投資強化の理由
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化の理由を「収益最大化と供給体制の整備の両
方を実現するため」と回答した。地政学リスク等
を踏まえた「海外からの生産移管のため」を選択
した割合は全体の8.1%であった。業種別にみ
ると、電機・電子の回答が多く、経済安全保障
上重要視される半導体関連製造の国内回帰とも
とれる傾向がみられた（図表６）。

4.世界的な価格高騰による事業展開への影響
　世界的な価格高騰を受け、どの側面の価格高
騰がグローバルな事業運営に影響を与えている
か質問したところ、約８割の企業が、材料・部品、
エネルギーなどの世界的な価格上昇の影響を受
けていると回答している（図表７）。北米・EU・
中国といった主要生産拠点別にみると、展開先
による大きな差はなく、全ての要因について地
域を問わず価格高騰の影響が生じていることが
分かった（図表８）。
　また、どの程度価格転嫁を行うことができて

いるか質問したところ、約７割の企業が価格転
嫁を実施していることが分かった。業種別にみ
ると、価格転嫁ができている割合は、比較的サ
プライチェーンの上流に位置する鉄鋼（100％）、
石油・ゴム製品（約90％）、化学（85％以上）等の
業界で大きく、一方、自動車業界では、同割合
が60%を下回っており、相対的に価格転嫁が進
んでいないことがわかった（図表９）。
　続けての設問にて、価格転嫁が「あまりでき
ていない」、「全くできていない」と回答した企業
にその要因を聞いたところ、「取引先からの理解
が得られない」ことや、「他社との競合」が理由で
価格転嫁を進められないとの回答もあった（図表

図表７　事業運営で影響を与えている要因
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図表８　事業運営で影響を与えている要因（生産拠点別）
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図表９　価格転嫁の程度
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10）。回答企業からは「川上からのしわ寄せと川
下への価格転嫁への理解の両面で苦労している」

（紙・パルプ・木材）や「技術的な競争、他国との
コスト競争があり、価格転嫁ができていない」（輸
送用機器（自動車を除く））との声もあった。業種
別にみると、自動車業界では「取引先からの理解
が得られない」、「自社の交渉力不足」の割合が大
きい（図表11）。回答企業からは、「日本のマーケッ
トでは価格を100％転嫁するのは難しい。販売
会社やユーザーの理解が得られておらず、他社
の様子をみながら徐々に行っていくしかない」

（自動車）といった回答もあった。

5.サステナビリティの事業展開上の課題
　脱炭素にかかる過去１年間の進捗を質問し
たところ、約65%の企業において取り組みが
順調に進捗していることがわかった。業種別で
は、目標を設定して脱炭素に取り組んでいる企
業（「目標・計画を立てていない」以外の企業）は、
CO2排出量が一般的に多いとされる業種（鉄鋼

業、化学、窯業・土石製品、金属・機械、紙・
パルプ）などが多く、目標を設定して積極的に取
り組む姿勢がみられる（図表12）。
　続いて、今後３年間程度で脱炭素への取り組
みを左右する（加速・減速する）主な要因として
考えられるものについて聞いたところ、各企業
において、脱炭素への取り組みには、「納品先か
らの要請」、「競合先の取り組み状況」、「脱炭素
技術動向」などがあげられたが、企業規模や業界
によって要因の違いがみられた。規模別にみる
と、大企業が中堅・中小企業を回答率で大きく
上回ったのは「投資家や金融機関等からの要請内
容の変化」、「脱炭素関連技術動向の変化」などで

図表11　価格転嫁ができていない理由（業種別）
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図表10　価格転嫁ができていない理由（業種別）
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図表12　脱炭素への取り組みの進捗状況
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ある。中堅・中小企業では「納品先からの要請内
容の変化」への回答が60%に達し、大企業を大
きく上回った。業種別にみると、自動車業界で
は「納品先からの要請内容の変化」の回答割合が
65.6%と特に大きい（図表13）。回答企業からは、

「海外に納品する場合、納品先の株主から脱炭素
の取り組みについて聞かれることがある」（非鉄
金属）や「海外の納品先からの取り組み要請の変
化に接する場面が、今後、増加するのではないか」

（電機・電子）との声もあった。
　なお、ヒアリングを通じて、多くの企業から「サ
ステナビリティに係る専担部署を設置した」との
回答もあり、今後、取り組みがさらに加速する
可能性がある。また、近時、投資家や資産運用
会社、銀行等の金融機関が、出融資先に脱炭素
の取り組みを促す動きがあるが、そうした動向
が大企業を経由して、中堅・中小サプライヤー
まで影響を及ぼす可能性が考えられる。
　最後に前回調査で取り組みがあまり多く見ら
れなかった生物多様性および人権問題について、
2023年度の調査では関心が高まらない理由や取
り組みが進まない理由を質問した。生物多様性

については、「用語や理解の困難さ」、「専門人材・
外部人材の不足」、「業界内での認知の低さ」等
が主な回答として得られた（図表14）。規模別に
みても大きな差はみられず、全体的に理解や取
り組みがそれほど進んでいないとみられる。回
答企業からは、「コンセプトが抽象的で、具体的
に何を行えばよいか不明確」との意見があった。
　人権問題についても、「定義の多岐性・複雑性

（理解の困難さ）」、「自社サプライチェーンへの
影響の特定・把握の困難さ」、「専門人材の不足」
等の回答が多かった。規模別に見ると、大企業
では「自社サプライチェーンへの影響の特定・把
握の困難さ」をあげる企業が相対的に多く、中堅・
中小企業では、大企業に比べ「専門人材の不足」
との回答が相対的に多かった（図表15）。ヒアリ
ングでは、「供給元の状況を調査するも、正確な
実態を把握するのは難しい」（化学）との回答も
あった。

6.終わりに
　今回の調査では、有望国ランキングでインド
が２年連続で首位を維持した一方で、中国が過

図表13　脱炭素の取り組みの進展を左右する主な要因（業種別）

65.6

50.5

39.8

41.9

36.6

12.9

26.9

16.1

20.4

50.0

28.6

37.1

35.7

40.0

31.4

15.7

18.6

22.9

51.9

48.1

35.8

38.3

34.6

33.3

32.1

18.5

7.4

50.0

34.5

48.3

39.7

29.3

20.7

8.6

20.7

24.1

納品先からの脱炭素への
取り組み要請内容の変化

業界他社及び競合他社における
脱炭素の進捗状況の変化

脱炭素関連技術動向の変化
（水素、アンモニア、蓄電池など）

日本/外国政府・政府機関による
脱炭素分野にかかる

補助金・資金支援の拡大/縮小

各国における再生可能エネルギー
由来の電力普及状況の変化

投資家・金融機関からの脱炭素への
取り組み要請内容の変化

低炭素の原材料や部品への
切り替えに係る進捗状況の変化

EUにおける先行的なルールメイキング
（国境炭素調整、燃料規制（SAFなど））

日本・諸外国における
充電/水素ステーションなどの
インフラ整備の進捗状況の変化

0 20 40 60 80
(%)

注：上位9項目を表示



－ 7 －

－ 6995 －■　中央調査報　No.798・令和 6年4月10日発行

去最低の得票率となり、３位へ順位を下げた。
日本企業はインドのマーケットの成長性を評価
しており、課題であったインフラ整備において
も改善がみられつつあることを背景に「有望国」
として確固たる地位を確立しつつある。一方、
中国は、足元好材料がない中で３位にとどまっ
ていることは注目すべきであり、中国の巨大消
費市場、サプライチェーン上の役割は大きいこ
とがみてとれる。今後も経済成長が予測される
インド、生産拠点の多元化の観点で有望視され、
初の２位となったベトナムでの事業展開に注目
していきたい。
　個別テーマでは、米中対立やウクライナ侵
攻など地政学リスクの高まりを受け、サプライ
チェーンの見直しや中国での事業運営に影響も
みられた。近時、イスラエルでの紛争等も相俟っ
て、企業にとって、地政学リスクの重要性は高
まっており、わが国企業への影響や対応につい
ては、今後も注視する必要があろう。価格高騰
についてもほとんどの企業が影響を受けている
結果となったが、約７割の企業が価格転嫁を実
施していることがわかった。しかし、取引先から
の理解が得られないことや、他社との競合があ
ることなどの理由から価格転嫁を進められてい
ない企業もみられた。今後各企業において価格
転嫁への理解が進めば、政府が目標とする構造

的な賃上げによる経済の好循環の実現に一歩近
づくと考える。サステナビリティについて、特に
脱炭素分野では大企業を中心に取り組みが順調
に進捗していることがうかがえた。脱炭素の取り
組みの進展を左右する要因として、納品先から
の要請や業界や競合の進捗状況があげられてい
る。各企業が取り組みを進め、相互に影響を及
ぼすことで脱炭素社会へたどり着くと考える。
　2024年は米国、インド、EUをはじめとする
各国で選挙が開催され、これまで以上に地政学
リスクが高まる一年となろう。また、国際社会
において政治的にも経済的にも存在感を強める
グローバルサウスをどう巻き込むのかというの
も課題だ。今回の第35回調査でも有望国ランキ
ングの上位10カ国のほとんどがグローバルサウ
スの国々で占められており、グローバルサウス
の急速な経済成長と巨大な消費者市場を日本企
業の活力に上手く取り込んでいくためには、グ
ローバルサウス諸国と対等なパートナーとして、
その社会課題に貢献していくことも念頭に、同
志国とも連携を重ねながら取り組んでいくこと
がより一層求められることとなろう。

図表14　生物多様性への関心が高まらない理由
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図表15　人権問題への取り組みが進まない理由（規模別）

0 20 40 60
(%)

40.5

33.0

24.4

18.6

21.6

13.7

12.7

15.5

10.0

8.2

6.2

41.6

20.8

32.5

20.3

14.2

18.3

16.8

12.2

15.2

3.0

6.1

人権問題の定義の
多岐性・複雑性

（人権問題に対する
理解の困難さ）

自社サプライチェーン
への影響の特定・把握

の困難さ

社内の専門人材不足、
起用できる外部
専門家がいない

社内での理解醸成の
困難さ

想定通りに
進捗しており、
特に課題はない

人権問題に関する
業界内での
認知の低さ

納品先からの
対応要請がない

主要国で制定された
様々な人権関連法令等
への対応の困難さ

対応は必要だが、
どう対応すれば

良いのか分からない

コストの大きさ

関係当局からの
対応要請がない 注：上位11項目を表示

大企業（291社）
中堅・中小企業（197社）



－ 8 －

－ 6996 －

© 一般社団法人 中央調査社  2024
■中央調査報 No.798・令和 6 年4月10日発行・定価100円 （購読料は、社員費および調査委託費に含まれています。）

郵便番号 104-8179  東京都中央区銀座 5－15－8 （時事通信ビル） 	電話（東京）	 03-3549-3121（代表）
Email : office@crs.or.jp　URL : https://www.crs.or.jp/	 FAX	 03-3549-3126

3月の時事世論調査
３月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は前月から1.1
ポイント増の18.0％で、２カ月
ぶりに増加した。支持率の１割台
は４カ月続いている。不支持率は
3.0ポイント減の57.4％だった。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として３月８日か
ら11日に実施、有効回収(率)は
1,153(57.7％ )だった。

この時期の国内の動きは、
自民議員アンケート、結果公
表：自民党は所属国会議員ら384
人を対象に行った、政治資金収
支報告書への不記載の有無と金
額に関するアンケート結果を公表
した。不正確な記載があったの
は85人で、2018年からの５年間
で金額は５億7949万円に上った。
裏金作りの経緯や使い道は明ら
かになっていない（2月13日）。
GDP、世界第４位へ転落：内

閣府が発表した名目国内総生産
（GDP）をドル建てみると、4兆
2106億ドルとなりドイツ（4兆
4561億ドル）に抜かれ世界４位
に転落した。日本がドイツの経
済規模を下回るのはほぼ半世紀
ぶり（2月15日）。
日経平均、最高値を更新：東

京株式市場で日経平均株価が前
日より836円52銭（2.19%）高い
3万9098円68銭で終え、これま
での史上最高値だった1989年12
月29日終値を34年2カ月ぶりに
更新した（2月22日）。
元横綱白鵬を処分：日本相撲

協会は弟子の暴力行為を知りな
がら報告を怠ったなどとして、師
匠の宮城野親方に対して「委員」
から「年寄」への２階級降格と、
３カ月の報酬減額の処分を下し

始した。巨大IT企業による市場
独占を防ぐ規制で、既に導入さ
れた個人情報の保護を厳しく定
めた一般データ保護規則（GDPR）
と同様、市場への影響は大きいと
みられている（3月7日）。
スウェーデン、NATOに正式
加盟：スウェーデンが北大西洋
条約機構（NATO）に正式に加盟
した。同国は32番目の加盟で、
北欧諸国はすべてNATO加盟国
となった（3月7日）。

政党支持率　自民 党の支 持
率は前月から1.4ポイント増の
17.7％だった。以下、立憲民主
党は0.6ポイント増の4.7％、日
本維新の会は0.3ポイント増の
3.6％、公明党は0.8ポイント減
の2.8 ％、 共 産 党 は0.8ポ イン
ト減の1.6％、国民民主党は0.6
ポイント増の1.0％だった。支
持政党なしは0.1ポイント増の
64.8％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 か ら1.1ポ イ ン ト 増 の
8.6％、「悪くなった」は3.3ポイ
ント減の32.8％だった。時事世
論景気指数は前月から12ポイン
ト増加して89となり、この１年
で最高値となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は0.7ポイント
減の2.5％、「苦しくなった」は1.3
ポイント減の36.8％となった。

た。暴力行為が明らかになった幕
内北青鵬は引退する（2月23日）。
鳥山明さん、死去：「ドラゴン

ボール」や「Dr.スランプ」などの
作品で知られる漫画家の鳥山明
さんが１日に死去したことを出
版社の集英社が発表、68歳だっ
た。海外からも死を惜しむ声が
多数寄せられた（3月8日）。
企業倒産件数、増加：東京商

工リサーチが発表した２月の企
業倒産件数（負債額1000万円以
上）は前年同月比23.3％増の712
件だった。２月の700件超は８
年ぶりで、物価・原料高や人件
費上昇が大きな負担となってい
る（3月8日）。

国外では、
韓国、キューバが国交樹立：

韓国外務省は、カリブ海の社会主
義国キューバと外交関係を樹立
したと発表した。1959年のキュー
バ革命以降、両国の交流は断絶、
キューバは60年に北朝鮮と国交
を結び「兄弟国」とみなされるほど
関係が深いと言われてきた（2月
15日）。
ナワリヌイ氏、獄中で死亡：ロ

シア当局は、反体制派指導者ア
レクセイ・ナワリヌイ氏が極北の
刑務所で収監中に死亡したと発
表した。「散歩後に気分が悪くな
り、すぐ意識を失った。死因は調
査中」と説明している（2月16日）。
ウクライナ侵攻２年：ロシア

がウクライナに全面侵攻してから
２年が経過、首都キーウでは多く
の市民が集まって黙禱を捧げた。
国連の安全保障理事会は外相級
の会合を開催し、侵攻は国際法
違反であると非難する共同声明
を発表した（2月23日、24日）。
韓国の出生率0.72：韓国統計

庁は2023年の合計特殊出生率（１
人の女性が生涯に産む見込みの
子どもの数、暫定値）が0.72に
なったと発表した。日本（22年
=1.26）と比べても際立って低く、
経済協力開発機構（OECD）中で
も最低となっている（2月28日）。
EU、デジタル市場法を全面適
用：欧州連合（EU）がデジタル市
場法（DMA）の全面的な運用を開

◇  告　知　板

0

20

40

60

80
（％）

‘23年
3月

11月 ‘24年
1月

3月5月 9月7月

支持しない 57.4％支持しない 57.4％支持しない 57.4％

内閣支持する 18.0％内閣支持する 18.0％内閣支持する 18.0％

時事世論景気指数

2013年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年
143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9 25.0
21年 22年 23年 （4月）（5月）（6月）（7月）（8月）
34.6 23.1 48 87 72 74 62

（9月）（10月）（11月）（12月）24年 （1月）（2月）（3月）
38 50 56 68 83 77 89

政党支持率（上段：3月、下段：2 月）
自

民

党

立
憲
民
主
党

日
本
維
新
の
会

公

明

党

共

産

党

国
民
民
主
党

れ
い
わ
新
選
組

社

民

党

参

政

党

そ
の
他
の
政
党

支
持
政
党
な
し

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
17.7 4.7 3.6 2.8 1.6 1.0 1.6 0.3 0.3 0.3 64.8
16.3 4.1 3.3 3.6 2.4 0.4 0.9 0.3 0.3 0.5 64.7


